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第８章 政府全体の施策における金融庁の取組み 

 

「金融システム改革」は、「税制改革」、「歳出改革」及び「規制改革」と並

んで小泉内閣が推進する構造改革の四本柱の一つに掲げられており、政府全

体の経済財政運営の基本的な方針である「経済財政運営と構造改革に関する

基本方針」等において重要な課題として位置付けられている。 

「金融システム改革」において、とりわけ金融仲介機能の回復と証券市場

の構造改革の推進は、経済活動を支えるより強固な金融システムを構築する

観点から重要な政策として位置付けられており、金融庁では、諸施策等を迅

速かつ確実に実施してきている。また、金融に関する税制の見直しや規制改

革についても、その一環として、従来から積極的に取り組んできている。 

 

第１節 金融システム強化に向けた取組み 

 Ⅰ 経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2003（平成 15 年 6 月 27 日

閣議決定）（いわゆる「基本方針第３弾」）（資料８-１-１参照） 

    

    １．経緯等 

「基本方針第３弾」は、政府がそれまでの２年間、「改革なくして成

長なし」との小泉内閣の基本理念の下、構造改革に取り組んできたこと

を受け、構造改革を更に本格的に推進するために、経済財政諮問会議に

おける議論を踏まえて取りまとめられた政府の基本方針である。 

この中で、それまでの構造改革の進展を点検・評価した上で、その基

本方針を「３つの宣言」と「７つの改革」という形で新たに打ち出し、

その枠組みに沿って政府が今後特に推進する施策を明示している。なお、

「３つの宣言」と「７つの改革」の内容は以下のとおり。 

 

（１）経済活性化 

宣言 ：民間の活力を阻む規制・制度や政府の関与を取り除き、民間

需要を創造する。 

改革１：規制改革・構造改革特区 

改革２：資金の流れと金融・産業再生 

改革３：税制改革 

改革４：雇用・人間力の強化 

 

（２）国民の「安心」の確保 

宣言 ：持続可能な社会保障制度を構築し、若者が将来を展望でき、

高齢者も安心できる社会をつくる。 

改革５：社会保障制度改革 
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（３）将来世代に責任が持てる財政の確立 

宣言 ：財政の信認を確保し、成果を重視する。 

改革６：「国と地方」の改革 

改革７：予算編成プロセスの改革 

 

   ２．概要 

金融システム強化に向けた取組みについては、上記７つの改革のうち

「改革２：資金の流れと金融・企業再生」における施策の一つとして、

以下の記述が盛り込まれている。 

「（１）金融改革 

① 金融システムの強化 

・ 金融システムの信頼を高め、金融機関が本来の仲介機能を回復

するため、必要な検査監督体制の下、『金融再生プログラム』等

の着実な実施を通じて、平成 16 年度に不良債権問題を終結させ

ることを目指す。 

・ 民間金融機関に対し、リスクを見極めそれに見合った金利を設

定することを含め、収益力あるビジネスモデルの構築を促す。 

・ 事業会社をはじめ様々な担い手の金融分野への参入に関する環

境整備を図る。 

・ 公的資金を迅速に投入することを可能にする新たな制度の創設

の必要性などについて検討し、必要な場合には法的措置を講ずる。 

・ 金融機関の自己資本強化のための繰延税金資産の扱い方や関連

する税制について引き続き検討を行う。 

（２）産業再生 

② 地域経済 

・ 地域金融の側面では、中小・地域金融機関のリレーションシッ

プバンキング機能を強化し、中小企業の再生と地域経済の活性化

を図る。」 

 

また、「第３部：16 年度経済財政運営と予算のあり方」の中で当面の

経済財政運営の考え方として、「金融面については、平成 16 年度におけ

る不良債権問題の終結を目指し、『金融再生プログラム』に基づく諸施

策を着実に実施することにより、金融仲介機能の回復を図り、資源の新

たな成長分野への円滑な移行を可能にする。また、今後とも、金融シス

テム不安を起こさせない。」との記述が盛り込まれている。 
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Ⅱ 改革と展望－2003 年度改定（平成 16 年 1 月 19 日閣議決定） 

（資料８－１－２参照） 

 

    １．経緯等 

「構造改革と経済財政の中期展望」（平成 14 年 1 月 25 日閣議決定、

以下「改革と展望」）は、従来の中期経済計画(５ヵ年計画)に代わり、

中央省庁改革後の中期的な経済財政運営に関する将来展望を示すもの

として策定されたものである。具体的には、主として 2002～06 年度の

５ヵ年を対象として、「中期的に実現を目指す経済社会の姿」と「構造

改革を中心とする経済財政政策の在り方」を示しており、「今後２年程

度の集中調整期間」における最重要課題として「デフレの克服」を掲げ

るとともに、「不良債権処理を促進し、今後２～３年以内に確実に不良

債権を最終処理し、同時に他の分野における構造改革を推進することに

より、遅くとも３年後には正常化する。」と強調するなどしたところで

ある。 

「改革と展望」は、経済の変動等に適切に対応するために、毎年度改

訂することとされている。2003 年度においては、構造改革の一層の進

展が求められている状況や、「経済財政運営と構造改革に関する基本方

針 2003（いわゆる「基本方針第 3 弾」）」等の策定を踏まえ、2004～08

年度を対象とした「改革と展望－2003 年度改訂」が策定された。 

 

    ２．概要 

金融システム強化に向けた取組みについては、「３．構造改革の加速・

拡大」の中で、不良債権問題の終結と産業・金融の一体的再生に関する

以下の記述が盛り込まれた。 

 

「・ 金融再生プログラム等の着実な実施を通じて、2004 年度に不良

債権問題を終結させる。 

・ 金融機能強化のための新たな公的資金制度を設け、経済の活性化

や金融システムの安定・強化に資する。 

・ リレーションシップバンキング機能の強化に加え、地域中小企業

再生ファンドの形成等を通じて、地域における産業・金融一体とな

った再生を行う。」 

 

Ⅲ 経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2004（平成 16 年 6 月４日

閣議決定）（いわゆる「基本方針第４弾」）（資料８－１－３参照） 

 

１．経緯等 

「基本方針第４弾」は、平成 16 年度が上記「改革と展望」で示され

た「集中調整期間」の仕上げの年にあたることから、① 不良債権問題
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に代表されるバブル崩壊後の負の遺産からの脱却に目処をつける、 ② 

17 年度及び 18 年度の２年間を「重点強化期間」と位置付け、新たな成

長に向けた基盤の重点強化を図る、といった方針の下に策定された。 

 

２．概要 

金融システム強化に向けた取組みとしては、「集中調整期間」の仕上

げを図り、改革の成果を広げる施策として以下の記述が盛り込まれて

いる。 

 

「・ 平成 16 年度末までに、『金融再生プログラム』の着実な推進によ

り、不良債権問題を終結させるとともに、中小企業の再生と地域経

済の活性化を推進するため、リレーションシップ・バンキング(間柄

重視の地域密着型金融)の機能強化を図る。 

・ 産業・金融の一体的再生を図るため、産業再生機構等の積極的活

用を促し、整理回収機構(ＲＣＣ)についても中小企業等の集中的再

生に向けた一層の活用を図る。」 

 

また、平成 16 年末を目途に「重点強化期間」を対象とした「金融重

点強化プログラム」(仮称)を策定し、以下の５つを柱とする金融行政へ

の積極的転換を図ることとしている。 

 

（１） 強固で活力ある金融システムの構築 

（２） 金融機関の自主的・持続的な取組による経営強化 

（３） 地域活性化・中小企業再生に貢献する地域金融や中小企業金融

の構築 

（４） 利用者のニーズに対応した多様で高度な金融サービスの提供 

（５） 金融実態に対応した取引ルール等の整備とその下での利用者の

安心の確保 

 

こうした金融行政の下、民間金融機関の創意工夫により、経済社会の

新たな成長に向けて、国際的にも最高水準の金融機能が利用者のニーズ

に応じて提供されるようになることを目指すとされている。 
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第２節 証券市場の構造改革と活性化に向けた取組み 

   

   Ⅰ 経済財政運営と構造改革に関する基本方針2003（平成15年6月27日閣議決定） 

（いわゆる「基本方針第３弾」）（資料８-１-１参照） 

 

１．経緯等（第１節 金融システム強化に向けた取組み のⅠを参照） 

 

２．概要 

証券市場の構造改革と活性化に関しては、「基本方針第３弾」で示された「７つ

の改革」のうち「改革２：資金の流れと金融・企業再生」における施策の一つと

して、以下の記述が盛り込まれている。 

「（１）金融改革 

② 証券市場の構造改革と活性化 

・ 郵便貯金や銀行預金など、元本保証の資産で運用する傾向を強めている

家計貯蓄の証券市場への流入を促進し、リスクマネーの流れを拡大するた

め、『証券市場の構造改革と活性化に関する対応について』（15 年 5 月 14

日証券市場活性化関係閣僚等による会合）の諸施策を着実に実施・検討す

る。」 

 

また、「改革３：税制改革」において、「家計の金融資産を証券市場に振り向

け、将来の成長に結びつけるために、金融資産からの収益を一体化して課税す

る方式に向けて検討を行う。」と記述されている。 

     

 

Ⅱ 改革と展望－2003年度改定（平成16年1月19日閣議決定）（資料８－１－２参照） 

 

１．経緯等（第１節 金融システム強化に向けた取組み のⅡを参照） 

 

２．概要 

 証券市場の構造改革と活性化に関しては、「３．構造改革の加速・拡大」の中で

「新たな産業･事業の創造、投資の促進と産業金融機能の強化等」における施策

の一つとして、以下の記述が盛り込まれている。 

「・ 証券市場における監視機能の強化、証券決済システム改革、信託制度の整

備等によって、金融資本市場を一層効率的で競争力のあるものとし、貯蓄か

ら投資への流れを加速する。 

・投資事業組合ファンドの枠組みの整備、証券化支援など新たな担い手や手

法の導入促進等により多様な資金の流れを整備する。 

・不動産によらない在庫等を活用した担保制度（動産譲渡の公示制度等）を

実現するとともに、行き過ぎが指摘される『包括根保証』を見直す等、個人

保証のあり方を適正化する。」 
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Ⅲ 経済財政運営と構造改革に関する基本方針2004（平成16年6月4日閣議決定） 

（いわゆる「基本方針第４弾」（資料８－１－３参照） 

 

１． 経緯等（第１節 金融システム強化に向けた取組み のⅢを参照） 

 

２．概要 

証券市場の構造改革と活性化に関しては、当面の経済財政運営の考え方として、

以下の記述が盛り込まれている。 

 

「・ 金融分野においては、（中略）投資商品の多様化・投資家保護の拡充や市

場を通じた企業のガバナンス向上など、金融・証券市場の構造改革と活性化

に取り組むとともに、平成16 年末を目途に『金融重点強化プログラム』（仮

称）を策定し、国際的にも最高水準の金融機能が利用者のニーズに応じて提

供されるようになることを目指す。」 

 

また、証券市場の構造改革と活性化を促す観点に立った税制改正への取組みと

して、以下の記述が盛り込まれている。 

 

「・ 貯蓄から投資への流れを加速するため、金融所得に対する一体的課税につ
いて、早期の実現を目指し、平成 16 年度中に検討を行う。併せて、納税者
番号制度をはじめ納税環境整備を進める。」 
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第３節 産業金融機能強化に向けた取組み（資料８－３－１参照） 

 

Ⅰ 経済活性化のための産業金融機能強化策（平成 15 年 12 月 24 日産業金融機能強

化関係閣僚等による会合において取りまとめ） 

 

１．経緯等 

中小企業や地域産業に資金を供給する産業金融について、その担い手や手法等

の多様化を推進し、経済の活性化を図るため、15年9月2日の経済財政諮問会議

で経済産業大臣が策定を提案。その後、関係省庁等の検討を経て、12 月 24 日の

「産業金融機能強化関係閣僚等による会合」においてとりまとめられた（12月25

日の経済財政諮問会議に報告）。 

 

２．概要 

経済の活性化のためには、産業の活性化と産業金融の機能強化の両面での対応

が必要。「経済活性化のための産業金融機能強化策」では、政府の各施策を有機的

に連携させて取り組むことが重要であるとの認識の下、当庁関連の主な施策とし

て以下の項目が盛り込まれた。 

 

（１） 「信託業法を改正し、信託業の担い手や受託可能財産の範囲の拡大など信

託制度の整備を図る。これにより、市場型間接金融という新たな金融の流れ

を促す。」 

（２） 「中小企業等投資事業有限責任組合法を改正し、ファンド（投資事業組合）

の投資対象の拡大や機能の追加を行うとともに、所要の投資家保護ルールを

整備し、資金仲介の枠組みを拡充する。これにより、我が国の資金やノウハ

ウを広く産業金融に有効活用する。」 

（３） 「『リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログ

ラム』に基づき、平成 16 年度までの２年間を『集中改善期間』として、地

域・中小企業金融の機能を強化し、中小企業の再生と地域経済の活性化を図

る。 

 このうち、中小企業金融に関しては、貸出後の業況把握の徹底、財務制限

条項や信用格付モデルの活用等により、事業からのキャッシュフローを重視

し、不動産担保・保証に過度に依存しない融資の促進を図る。」 

（４） 「『リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログ

ラム』に基づき、中小企業の再生と地域経済の活性化を図る一環として、以

下の項目について、各金融機関の着実な実施を促す。 

① 経営情報等を提供する仕組みの整備、要注意先債権等の健全債権化に向け

た取組の強化等により、中小企業に対する経営支援機能の強化を図る。  

② 中小企業が有する知的財産権・技術の評価や優良案件の発掘等に関し、産

学官とのネットワークの構築・活用（「産業クラスター計画」への支援を含

む。）等を図り、中小企業の技術開発や新事業の展開を支援する。  
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③ ベンチャー企業向け業務について、関係機関との情報共有など連携強化を

図り、地域におけるベンチャー企業の育成を支援する。  

④ 中小企業支援センターの活用を検討し、地域の中小企業の創業・経営革新

を支援する。  

⑤ 中小企業再生支援協議会における早期事業再生に向けた取組に協力し、同

協議会の機能を積極的に活用する。」 
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第４節 金融に関する税制 

 

Ⅰ 平成16年度税制改正 

平成 16 年度税制改正に際し、金融庁は「金融再生プログラム」（平成 14 年 10 月 30

日）や「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2002」（平成14年６月25日）等を

踏まえ、引き続き、金融と企業の再生及び証券市場の構造改革を推進するという観点か

ら、一連の税制改正要望を財務省主税局及び総務省自治行政局に対して提出した。金融

庁の要望に対する主な結果は以下のとおり。（資料８－４－１参照） 

 

１．金融と企業の再生を推進する税制措置 

（金融庁の税制改正要望内容） 

金融機関の自己資本における繰延税金資産に係る懸念を払拭し、金融システムに

対する信頼性を回復する観点から、金融機関について、 

①貸倒れに係る無税償却・引当の範囲拡大 

②欠損金の繰戻還付の凍結解除・期間延長（１⇒16年） 

③欠損金の繰越控除の期間延長（５⇒10年） 

を一体的に実施すること等を要望。 

なお、繰戻還付については、総務企画局長の私的研究会として、「金融機関の自己

資本充実に関する税制研究会」を開催し、財政負担を平準化する方策を検討した。

（Ⅳ参照） 

 

（結果） 

金融機関の不良債権処理に係る税制改正については、与党税制改正大綱（平成15

年12月17日）において、引き続き検討を続けることとされた。 

なお、欠損金の繰越控除については、全産業を対象に、平成13年度発生分から７

年間の繰越控除が可能とされた。 

 

２．証券市場の構造改革を推進する税制 

（１）公募株式投資信託に係る税制措置 

（金融庁の税制改正要望内容） 

平成 15 年度税制改正において優遇税制が導入された公募株式投資信託に係る税

制について、さらに投資家にとって簡素で分かりやすいものとすべく、 

①公募株式投資信託間での損益通算を可能とすること 

②譲渡益に係る税率を上場株式等と同様にすること 

③上場株式等と同様に、特定口座において取り扱うことを可能とすること 

等を要望。 

 

（結果） 

上記要望に関しては、以下の点について措置され、公募株式投資信託に関し、上

場株式並みの税制とすることとされた。 
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①譲渡益に係る税率を上場株式並みに引き下げる(本則20％、特例10％) 

②損失について３年の繰越控除を可能とする 

③特定口座における取扱いを可能とする（外国投資信託については16年４月以降、

国内投資信託については16年10月以降） 

 

（２）グリーンシート銘柄株式に係る税制措置 

（金融庁の税制改正要望内容） 

グリーンシート銘柄株式について、エンジェル税制の適用対象とし、譲渡益に係

る税率を26％から20％に引き下げること等を要望。 

       

（結果） 

譲渡益に係る税率については、26％から20％に軽減され（未上場株式全体につい

て措置）、エマージング銘柄のうち一定の要件を満たすものについては、エンジェル

税制の適用対象とされた。 

 

（３）金融商品課税の一体化を推進する税制措置 

（金融庁の税制改正要望内容） 

金融商品についての課税を、簡素で分かりやすいものとするため、金融商品課税

の一体化を推進する観点から、 

①上場株式等の譲渡損失と配当との損益通算を可能とすること 

②上場会社の破綻等により、上場廃止となった株式について、みなし譲渡損を認

めること 

③株式先物・オプション等について上場株式並み課税とすること 

等を要望。 

 

（結果） 

上記要望に関しては、与党税制改正大綱（平成15年12月17日）において、引き

続き検討を続けることとされた。 

 

 

Ⅱ 金融機関の自己資本充実に関する税制研究会 

 

平成16年度税制改正において要望した、①貸倒れに係る無税償却・引当の範囲拡大、

②欠損金の繰戻還付の凍結解除・期間延長、③欠損金の繰越控除の期間延長について、

専門的・技術的観点から論点整理を行うため、総務企画局長の私的研究会として、「金融

機関の自己資本充実に関する税制研究会」が開催された(平成15年10月16日、11月12

日の計２回開催)。（資料８－４－２参照） 
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Ⅲ 金融税制に関するスタディグループ 

 

１．設置の経緯および目的 

金融庁では、金融インフラの整備という立場から、金融審議会において金融税制につ

いての検討を行う場を設けるため、平成16年３月17日（水）に開催された金融審議会

総会・金融分科会合同会合において、「金融税制に関するスタディグループ」を設置する

ことが決定され、平成16年６月までに計５回開催された。（資料８－４－３参照） 

  

２．検討テーマ 

本スタディグループでは、金融税制に関する当面の課題として、政府税制調査会等で

も検討されている「金融商品課税の一体化」について、議論をすすめている。 
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第５節 規制改革・特区・地域再生に関する取組み 

   

Ⅰ 規制改革に関する取組み 

 

１．概要 

当庁では、我が国の金融・資本市場が国際競争力を備えた市場として

再生することを目指した日本版ビッグバンの進展を踏まえた上で、銀

行・協同組織金融機関・証券・保険などの各金融分野について規制改革

に取り組んでおり、平成 15 事務年度においても、以下のとおり更なる規

制改革に向けた取組みを推進した。その取組方針については、「規制改革

の推進に関する第３次答申－活力ある日本の創造に向けて－」（平成 15

年 12 月 22 日総合規制改革会議公表）、「規制改革・民間開放推進３か年

計画」（平成 16 年３月 19 日閣議決定）等の形で取りまとめられている。 

      

▽ 平成 15 事務年度における規制改革への取組状況 

年・月 取組状況 

１５年６月

 

   ７月

 

 

 

 

 

   ９月

 

 

 

 

  １１月

    

１２月

 

 

 

 

 

 

▽規制改革集中受付月間の実施（１日～30 日） 

・ 民間等から全国規模の規制改革要望を受付。 

▽「規制改革推進のためのアクションプラン・12 の重点

検討事項に関する答申」の公表（15 日） 

 ・ 官製市場を中心とした 12 の重点検討事項について、

経済財政諮問会議との連携や総理裁断により得られ

た規制改革の成果と今後の課題を、総合規制改革会議

において取りまとめ（金融庁関連の重点事項はない）。

▽全国規模の規制改革要望への対応方針の策定 

・ ６月の集中受付月間で寄せられた要望を踏まえ、16

年度末までに実施が可能な事項について、改革の内容

や実施時期等の対応方針を取りまとめ。 

▽規制改革集中受付月間の実施（１日～30 日） 

・ 民間等から全国規模の規制改革要望を受付。 

▽「規制改革の推進に関する第３次答申－活力ある日本の

創造に向けて－」の公表（22 日） 

・ 総合規制改革会議において取りまとめ。 

・ 政府は、同答申を「最大限に尊重し、所要の施策に

速やかに取り組むとともに、平成 16 年度を初年度と

する新たな規制改革推進のための３か年計画を平成

15 年度末までに策定する」旨を 26 日に閣議決定。 
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年・月 取組状況 

１６年２月

 

 

 

 

   ３月

 

   

６月 

▽全国規模の規制改革要望への対応方針の策定 

・ 11 月の集中受付月間で寄せられた要望を踏まえ、16

年度末までに実施が可能な事項について、改革の内容

や実施時期等の対応方針を取りまとめ。 

▽「規制改革・民間開放推進３か年計画」の策定（19 日

閣議決定） 

▽特区、地域再生、規制改革・民間開放集中受付月間（１

日～30 日） 

・ 構造改革特区における特例措置の提案、地域再生に

おける支援措置の提案、全国実施すべき規制改革・民

間開放の要望を民間等から同時に受付。 

 

    ２．具体的な取組み事例 

（１）全国規模の規制改革要望への対応 

総合規制改革会議は 15 年６月１日～30 日及び 11 月１日～30 日を

「規制改革集中受付月間」とし、この間、民間事業者、地方公共団体

等から全国規模の規制改革要望の受付を実施。 

  寄せられた要望への対応は、15 年９月 19 日及び 16 年２月 27 日に

「規制改革集中受付月間において提出された全国規模の規制改革要望

への対応方針について」として閣議報告された。 

 

    ▽ 15 年９月報告 

金融分野に係る主な要望事項 対応 

・  信託業務における事務ガイ

ドラインを改定 

（「代理」行為は禁止するが、「媒

介」行為までも禁止するもの

ではないことを明確化する。）

信託業法等の改正案を踏まえ、事務

ガイドラインの整備を 16 年度中に行

う。 

・ 金融機関以外の者による信託

業への参入促進のための規制

緩和 

平成 15 年度中の可能な限り早い時

期に、現在信託兼営金融機関のみが行

っている信託業を金融機関以外の者

が行い得るようにする。 

    

 ▽ 16 年２月報告 

金融分野に係る主な要望事項 対応 

・ 店舗の営業時間に係る規制の

撤廃もしくは届出の簡素化 

利用者利便を損なわず決済システ

ムにも支障を及ぼさないと考えられ

る出張所については、休日や営業時間
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の規制を緩和することとし、平成 16

年度中に検討、措置する。 

・ 銀行関連会社の業務範囲規制

（付随業務）の見直し 

銀行の子会社が営める金融関連業

務の範囲に、「その他の銀行業に付随

する業務」を追加することにより、銀

行本体と同範囲に拡大した。 

・ 適格機関投資家の申請手続の

緩和 

適格機関投資家に係る届出期間を年 1

回から年 2 回とするとともに、有効期

間を 1年から 2年に延長するための所

要の整備を平成 16 年度中に行う。 

           

（２）規制改革推進に関する答申及び中期計画 

 

ア．規制改革の推進に関する第３次答申 －活力ある日本の創造に向

けて－（平成 15 年 12 月 22 日公表） 

当該答申は、総合規制改革会議が、総理からの諮問（「経済社会の

構造改革を進める上で必要な規制の在り方の改革に関する基本的な

事項について、総合的な調査審議を求める」）に応え、15 年度の調

査審議結果を取りまとめたものである。 

この中で金融分野については、 

「・伝統的な間接金融から市場型間接金融へと軸足を移して、成長

産業・企業に資金が円滑に流れる構造を早急に作っていくことが

必要である、 

・業態の垣根を撤廃して横断的な金融サービスの提供を可能にす

る必要がある、 

・技術進歩と並走して不断の制度対応を行うことが重要である」 

との問題意識が示された。                        

なお、当該答申に関する対処方針については、「示された具体的施

策を最大限に尊重し、所要の施策に速やかに取り組むとともに、平

成 16 年度を初年度とする新たな規制改革推進のための３か年計画

を平成 15 年度末までに策定する」旨の閣議決定が同年 12 月 26 日に

なされている。 

 

イ．規制改･民間開放推進３か年計画（平成 16 年 3 月 19 日閣議決定） 

当該３か年計画は、生活者・消費者本位の経済社会システムの構

築と経済の活性化を同時に実現するためには、いわゆる民間開放（民

営化、民間委託）及びその他の規制改革を積極的かつ抜本的に推進

する必要があるとの認識の下、「規制改革推進３か年計画（再改定）」

（平成 15 年３月 28 日閣議決定）に、上述の「規制改革の推進に関
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する第３次答申」の内容を反映させる形で策定されたもの。 

 

    ▽ 規制改革・民間推進開放３か年計画で示された主な検討内容 

分野 主な検討内容 

信託兼営金融機関に対する投資一任業務の解禁 

【信託業法が改正された場合に、その施行までに措置】 

・信託銀行が「運用」と「管理」が分離された形態において

も運用業務が行えるよう、信託銀行への投資一任契約に係る

業務の解禁について結論を得、可能な限り早期に所要の措置

を講ずる。 

銀行等による保険商品の販売規制の更なる緩和 

【平成 16 年度結論を踏まえ措置】 

銀行 

・銀行等が原則としてすべての保険商品を取り扱えること、

その銀行の子会社又は兄弟会社である保険会社の商品に限

定しないことについて引き続き検討を行い、速やか結論を

得、所要の措置を講ずる。 

金融サービス(証券)法制の横断化 

【平成 15 年度以降逐次検討・結論】 

証券 ・現在の証券取引法を改組して、銀行・保険以外の分野（＝

資本市場分野）を横断的にカバーできる投資者保護法制を構

築する。 

保険会社破綻時における特別勘定の保全 

【平成 16 年度中に検討・結論】 

・特別勘定で運用される資産については、一般勘定との財産

的性格の相違や保険会社における負債性の相違から、リスク

遮断の厳格化を前提とした上で保険関係請求権の倒産隔離

の措置を講ずることを検討し、結論を得る。 

保険会社の子会社等が行う「保険業に係る業務の代理又は事務

の代行」との兼営可能業務の拡大 

【平成 15 年度中に検討・結論、平成 16 年度の早期に措置】 
保険 

・本業との関連性・親近性や本業の遂行にリスクや支障を及

ぼすおそれがないかを個々に検証した上で、「保険業に係る

業務の代理又は事務の代行」を行う保険会社の子会社等が、

a 危険及び損害の防止・軽減又は損害規模等の評価のための

調査・分析・助言業務 

 b 健康・福祉・医療に関する調査・分析・助言業務 

 c 保険事故の報告取次、保険契約の相談業務  

 等といった業務を同一の会社で営むことについて検討し、結

論を得る。 
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Ⅱ 構造改革特区に関する取組み 

 

１．概要 

構造改革特区制度は、「規制改革を地域の自発性を最大限尊重する形

で進め、我が国経済の活性化及び地域の活性化を実現する」ことを目的

としている。地方公共団体等からの特区提案については、平成 14 年７

月 26 日の閣議決定により設置された構造改革特区推進本部（同本部は

後に構造改革特別区域法に基づくものとして改組された）が、関係省庁

等と連携しつつ、認定の可否を真剣に検討してきている。 

 

２．具体的な取組み事例 

平成 15 事務年度においては、構造改革特区の第３次提案（15 年６月）、

第４次提案（15 年 11 月）が募集され、それぞれに対し特区認定が行わ

れた（15 年 11 月、16 年３月）が、金融庁としては特段の措置は行って

いない。 

 

▽ 平成 15 事務年度中の構造改革特区推進への取組み状況 

年・月 取組み状況 

１５年６月

 

 

   ９月

 

 

 

  １１月

 

 

１６年２月

 

 

 

   ６月

▽第３次特区提案募集（１日～30 日） 

 ・地方公共団体等から構造改革特区にかかる第３次提案

を募集。 

▽第３次特区提案に対する政府の対応方針（12 日） 

・６月に寄せられた提案について検討を行い、「構造改

革等３次提案に対する政府の対応方針」を取りまと

め。 

▽第４次特区提案募集（１日～30 日） 

 ・地方公共団体等から構造改革特区にかかる第４次提案

を募集。 

▽第４次特区提案に対する政府の対応方針（20 日） 

・11 月に寄せられた提案について検討を行い、「構造改

革等４次提案に対する政府の対応方針」を取りまと

め。 

▽第５次特区提案募集（１日～30 日） 

 ・「特区、地域再生、規制改革・民間開放集中受付月間」

として、構造改革特区についても、地方公共団体等か

ら第５次提案を募集。 
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Ⅲ 地域再生に関する取組み 

 

１．経緯 

「地域が自ら考え、行動する、国は、これを支援する」ことを通じて、

地域経済の活性化と地域雇用の創造を図り、「持続可能な地域再生」を

実現するため、政府は平成 15 年 10 月 24 日、地域再生本部を立上げ、

「地域再生推進のための基本指針」（平成 15 年 12 月 19 日）、「地域再生

推進のためのプログラム」（平成 16 年２月 27 日）を策定した。  

同プログラムは、地方公共団体や民間事業者等からの地域再生構想の

提案を政府として検討した上で、国が講ずるべき支援措置等を定めてお

り、当庁にかかる支援措置としては、以下のものが盛り込まれている。 

 

▽地域再生計画認定地域を対象とした支援措置 

担当 

省庁 
事項名 

措置

区分
支援措置の概要 

金融庁 

地域資本市場

育成のための

投資家教育プ

ロジェクトと

の連携 

運用

平成 16 年度の新規事業として、地域資

本市場育成のための投資家教育を実施す

る地方公共団体との提携を図る。 

具体的には、地域再生計画に同事業を

位置付け、認定を受けた地方公共団体に

対し、ヒアリングを行った上で、必要と

思われる具体策（副教材の提供や、講師

の派遣）を決定する。 

金融庁、

財務省、

経 済 

産業省、 

内閣府 

産業再生機構、

中小企業再生

支援協議会、整

理回収機構等

の連携 

運用

地域経済の動向に甚大な影響を与えると

いった事態の発生に伴い、地域企業に対

する再生支援を含む各種施策を集中・連

携して実施するため、地域再生計画の認

定を踏まえ、当該地域の地方公共団体に

おいて産業再生機構、中小企業再生支援

協議会、整理回収機構等関係機関を含む

連絡調整組織を整備するとともに、当該

地方公共団体からの要請に応じ、企業再

生実務に関する説明会に対し、同機構等

が連携して専門家を派遣する等、集中的

に支援を行う。 
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▽ 全国を対象とした支援措置 

担当 

省庁 
事項名 

措置

区分 
支援措置の概要 

実施

時期

金融庁 

地域資本市場利用

の住民向け地方債

発行に限る券面不

発行への早期対応

の要請 

運用 

公社債の券面不発行化につ

いては、平成 15 年１月に、「社

債等の振替に関する法律」が

施行されたことにより、法制

面での措置は完了しており、

現在、証券保管振替機構が、

銀行や証券会社などの実務関

係者を交え、地方債を含む債

券の振替システムの構築に向

け検討中である。 

金融庁としては、早期に振

替システムの立上げが図られ

るよう、証券保管振替機構や

実務関係者との連携を密にす

るなどの協力を行う。 

平 成

17 年

度中 

金融庁 

中小企業再生支援

協議会等による企

業再生推進のため

の環境整備 

通達 

貸出条件緩和債権のいわゆ

る卒業基準については、整理

回収機構や中小企業再生支援

協議会が策定支援した事業再

生計画についても、産業再生

機構が買取を決定した債権に

係る債務者についての事業再

生計画と原則として同様に扱

う旨、金融検査マニュアル別

冊〔中小企業融資編〕の改訂

を行う。 

平 成

15 年

度中 

 

２．地域再生計画の認定 

上記プログラム等を受けて、16 年５月６日～14 日の間、内閣官房地域

再生推進室において地域再生計画の第１回認定申請を受け付けたところ、

全国の地方公共団体から 214 件、このうち当庁に対しては４件の認定申

請が提出された。 

これらの申請は、支援措置を実施する各省庁の大臣の同意を経た上で、

内閣総理大臣により地域再生計画として認定された（当庁関連の４件も

全て認定された）。 
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金融庁関連で認定された４件の地域再生計画の概要は以下のとおり。 

 

（１）産業再生機構、中小企業再生支援協議会、整理回収機構等の連携

関連（２件） 

ア．栃木県経済新生計画（栃木県） 

   栃木県は、同県の呼びかけにより設置された「企業再生支援機関

連携推進協議会」を活用するとともに、検査マニュアル別冊を周

知し、中小企業再生支援協議会の積極的な活用を促す。また、地

域中小企業再生ファンドを早期に組成する。 

 これに対し当庁としては、関係機関の一層の連携を働きかける等、

積極的に支援する。 

 

イ．鬼怒川・川治温泉「自分らしくなれる町」構想実現に向けての

再生計画（栃木県藤原町） 

  藤原町は、６月中下旬に「地域再生推進組織」を発足させ、温泉

観光地の再生策を総合的に検討するとともに、地域再生マネージ

ャー制度を活用し、必要な人材を確保する。 

 これに対し当庁としては、同組織の下で企業再生実務に関する

検討会等が開催される場合に、整理回収機構に参加を求める等、

関係機関との連携を図り、各種施策の実行を支援する。 

 

（２）投資家教育プロジェクトとの連携関連（２件） 

ア．大阪元気コミュニティ創造サポート計画（大阪府及び高槻市） 

大阪府及び高槻市は、「コミュニティ活動見本市(仮称)」を開催

し、同見本市において「社会的責任投資セミナー」を実施する。 

 これに対し当庁としては、先方のニーズを踏まえつつ、セミナー

講師を派遣する等の協力を行う。 

 

イ．地域の活力・中小企業再生プラン（千葉県） 

千葉県は、ＣＬＯ(ローン担保証券の一種)を通じた中小企業金

融円滑化の観点から、県民の投資に関する知識を普及させるため

のセミナー「投資について(仮称)」を開催する。 

 これに対し当庁としては、先方のニーズを踏まえつつ、セミナ

ー講師を派遣する等の協力を行う。 
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第６節 金融知識の普及・消費者教育への取組み 

 

金融に関する消費者教育については、平成12年６月の金融審議会答申において、

「‥‥今後、金融庁を中心とする関係当局は金融分野における消費者教育に積極的

に取り組むべきであり、そのための具体的対応の検討が期待される」と、その必要

性が述べられているところであり、金融庁においては、これを受け、平成12年７月

の長官談話においても、「‥‥消費者教育の充実を図り、金融商品や金融取引につい

ての国民の理解を増進する」との基本的考え方を示している。 

その後、平成14年８月に公表した「証券市場の改革促進プログラム」において、

投資家の信頼が得られる市場の確立などとともに、誰もが投資しやすい市場の整備

の一つの方策として、投資知識の普及・情報の提供を掲げているほか、平成 15 年

12月の金融審議会第一部会答申「市場機能を中核とする金融システムに向けて」に

おいて、投資教育のあり方について、改革の方向性が示されている。 

   これらを踏まえ、平成 15 事務年度においては、金融庁主催によるシンポジウム

を開催するほか、金融関係団体等との連携を図りつつ、金融分野における消費者  

教育の一層の推進・充実に向けた様々な取組みを行っている。 

 

◆  消費者教育への取り組み状況 

 

１．金融庁ホームページ「金融サービス利用者コーナー」の拡充 

一般消費者への金融に関する情報等の提供機能を拡充し、消費者教育の充実を

図ることを目的として、金融庁ホームページに、「金融サービス利用者コーナー」

を開設し、随時、その拡充に努めている。 

平成15年事務年度においては、15年10月、同コーナーをより見易くするため

に、 

「預金・保険・証券投資・借入などの金融取引をご利用される皆様へ」 

「金融知識の普及 金融教育」 

「インターネットで学ぼう わたしたちの生活と金融の働き」 

に区分するなどの改訂を行っている。 

 

２．学校における金融教育の推進のための取組み 

（１）副教材の開発 

平成15年10月、学校における金融教育の一層の推進に資するため、中学・高

校生向けの副教材「インターネットで学ぼう わたしたちの生活と金融の働き」

を作成し、金融庁ホームページに掲載している。（資料８－６－１参照） 

なお、本副教材については、教育現場への浸透を図るため、文部科学省から、

各都道府県教育委員会等宛てに周知文を発出してもらっている。 

 

（２）懇談会の開催 

平成16年５月から６月にかけて、日頃、児童・生徒と接している教師から直接
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意見を聞くための「金融経済教育に関する懇談会」を3回開催している。 

 

３．各種パンフレット類の配布 

金融制度、金融商品等の周知を図るため、必要に応じパンフレット等を作成（購

入）し、財務（支）局及び財務事務所を通じて一般消費者に配布している。 

（例）「新・くらしのアドバイス ―この商品・あの取引のここに注意！―」 

「預金保険制度（預金保護のしくみ）」 

 

４．シンポジウム等の開催 

（１）金融庁主催では初めて、平成16年１月、次世代の若者に金融やその背景にあ

る経済に関する教育に対する理解を深めてもらうことを目的に、教育関係者及

び金融教育を推進しているＮＰＯ関係者等を対象とした「金融経済教育を考え

るシンポジウム」を開催している。（資料８－６－２参照） 

その際、参加者に対し、シンポジウムの感想や金融経済教育についてのアン

ケートを実施したところ、参加者（284 名）のうち 219 名から回答を得、この

中で、「金融経済教育の必要性を感じている。」と回答した人の比率は90％を超

えている。 

なお、当該シンポジウムの概要（アンケート結果を含む。）については、金融

庁ホームページ「金融サービス利用者コーナー」（金融知識の普及 金融教育）

に掲載している。 

 

（２）上記３．のパンフレット等を使用し、財務（支）局及び財務事務所の幹部職

員が一般消費者を対象に講演会を実施している。 

 

（３）金融知識の普及・啓発を目的として金融関係団体等が実施する各種講演会・

セミナー等の活動に対する「金融庁後援」による協力を通じて、金融知識の普

及活動に取り組んでいる。（資料８－６－３参照） 

 

５．金融広報中央委員会の活動への協力 

金融広報中央委員会が行う各種の金融知識普及活動に対し、協力を行っている。 

同委員会では、金融・証券・保険関係団体やＮＰＯ等との更なる連携強化を図る

ため、平成14年11月から「金融に関する消費者教育の進め方についての連絡協

議会」を設置しているが、金融庁もメンバーに加っている。 

なお、同連絡協議会では、16 年５月から「金融に関する消費者教育のための  

年齢層別カリキュラム案」について、平成16年度中の公表を目指し、検討を開始

している。 

 


